
ＦＡ―１８戦闘攻撃機の墜落事故に対する意見書 

 

 平成３０年１１月１２日午前１１時４５分頃、米海軍所属のＦＡ－１８戦闘攻撃機１機がエ

ンジントラブルのため、那覇市の東南東１５６マイル（約２９０ｋｍ）の海上に墜落する事故

が発生した。 

 同型機は、今年３月に米バージニア州オシナ海軍基地所属機が墜落し、操縦士２人が死亡す

る事故を起こしている。 

 沖縄の米軍基地では、常駐機以外にも多くの外来機が飛来し、近年の騒音被害の増大のみな

らず、基地や訓練空域、水域が集中しすぎる上に、住民地域と訓練区域との距離も近すぎ、訓

練の増加による県民の命への影響は増大している。今回の海上での航空機事故は、漁船をはじ

め、民間船舶や人命の被害につながりかねず、環境への影響を含め、看過できるものではない。 

 １９７２年の本土復帰後、県が把握する沖縄での米軍機の墜落事故は４８件に上り、頻発し

ている。 

また、嘉手納基地においては、米海軍所属ＨＨ－６０ヘリコプター接触事故（重大な「クラ

スＡ」）があったばかりで、今回の墜落事故が発生したことに対し、強い憤りを禁じ得ない。 

 よって、本町議会は町民・県民の生命・財産・安全を守る立場から米軍及び関係当局対し厳

重に抗議するとともに、下記事項を速やかに実現するよう強く要請する。 

 

記 

 

１ 同機の飛行訓練を即時中止させ、総点検を実施させること。 

２ 事故に関する正確、かつ迅速な情報提供を行わせること。 

３ 事故原因を徹底的に究明し、詳細を速やかに公表させること。 

４ 事故の再発防止と飛行訓練の中止を含めた具体的な解決策を日米両政府で作成し、早期公

表すること。 

５ 日米地位協定の抜本的な改定を早急に行うこと。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成３０年１１月２６日 
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